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　この2008年改正では、第 1 に、執行権の統制とくに大統領の地位・権限の改革、第 2 に、国会の

















　憲法第61-1条第 1 項の違憲の抗弁による憲法院の事後的違憲審査制は、同条第 2 項により、その
適用の要件について組織法律が定めるものと規定され、この組織法律は、憲法院による合憲判決を
経て、「憲法第61-1条の適用に関する2009年12月10日組織法律第2009-1523号」として成立し、その第
5 条の規定に基づいて、2010年 3 月 1 日に施行されたことによって、同時に憲法改正規定も施行さ
れた。そして、この事後的違憲審査制は、通常裁判所に係争中の事件の審理において、当事者が憲
法で保障される権利・自由の侵害を主張した場合には、当該裁判所の裁判官の判断によって、「合憲
性の優先問題」（Question prioritaire de constitutionnalité : QPC）として、破棄院もしくはコンセ














年12月 5 日憲法院判決 について考察し、「合同発案による国民投票」の制度の特色と問題点を明ら
かにすることとする。














第 1 項））の規定がある。このうち、②の規定は、1995年 8 月 ４ 日憲法改正と2008年 7 月23日憲法
改正において、 2 度の改正を経ており、また、③の規定は、2005年 3 月 1 日憲法改正により新設さ
れ、2008年 7 月23日憲法改正によって改正が施されている。
　地方的・地域的レベルの「住民投票」については、①領土の割譲・交換・併合に関する住民投票
（第53条第 3 項）、②地方公共団体に関する住民投票（第72-1条第 2 項）、③特別の地方公共団体の創
設・変更に関する住民投票（第72-1条第 3 項）、④特定の海外公共団体の制度の変更に関する住民投
票（第72-4条第 1 項）、⑤海外公共団体の組織・権限・法制度に関する住民投票（第72-4条第 2 項）、
⑥ヌメア協定に関する住民投票（第76条）、の規定がある。このうち、②・③・④・⑤の規定は、
2003年 3 月28日憲法改正により新設されたものであり、また、⑥の規定は、1998年 7 月20日憲法改
正により新設されたものである。なお、当初は、フランス共同体構成国の地位の変更に関する住民






























　実際に、①1961年 1 月 8 日国民投票（アルジェリアにおける民族自決の承認について）、②1962年










　　 ２ ）１995年 8 月 4 日憲法改正と第１１条の国民投票
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に関する政府提出法律案」が国民投票の対象となることとなった。1995年 8 月 ４ 日憲法改正によっ
て、その対象範囲が拡げられていた国民投票の範囲がさらに拡大されたことになる。第 2 に、国民






















③ 　第 1 項に記載された問題に関する国民投票は、選挙人名簿に登録された選挙人の10分の 1 の支持を受け






















年以上たって制定され、2015年 1 月 1 日から施行されるのに伴って、憲法第11条の改正規定もよう
やく施行されることとなった。




う。）は、2013年12月に成立し、本組織法律は、その第10条第 1 項の規定に従って、2015年 1 月 1 日



















　この後、本組織法律は、憲法第４6条第 5 項及び第61条第 1 項にしたがって、2013年11月21日に、




　本組織法律は、 ４ 章10ヵ条からなり、第 1 章「憲法第11条を適用して発案される議員提出法律案
に関する諸規定」（第 1 条）、第 2 章「憲法院に関する諸規定」（第 2 条）、第 3 章「支持の獲得に関
する諸規定」（第 3 条～第 8 条）、第 ４ 章「国民投票の手続に関する諸規定」（第 9 条）、付則として
の第10条、という構成となっている。
１ ）第 １ 章「憲法第１１条を適用して発案される議員提出法律案に関する諸規定」について
＜第 １ 条＞












２ ）第 ２ 章「憲法院に関する諸規定」について
＜第 ２ 条＞
　憲法院に関する組織法律たる1958年11月 7 日オルドナンス第58-1067号は、以下のように改正される。
（ 1 ）第 2 部第 6 章の後に、以下のように起草された第 6 章の 2 が挿入される。
 「第 6 章の 2 　憲法第11条第 3 項を適用して提出された議員提出法律案の審査について」
 「第４5-1条
　　 議員提出法律案が、憲法第11条第 ４ 項に定められた統制のために、議院の議長により憲法院に伝達され
た場合には、憲法院は、直ちに、大統領、首相及び他院の議長に、これを通知する。」
 「第４5-2条
　　 憲法院は、議院提出法律案の伝達から 1 ヶ月の期限内に、以下の点について審査する。
　① 　議員提出法律案が国会議員の少なくとも 5 分の 1 によって発案されていること。この 5 分の 1 は、憲
法院に付託が登録された日に実在する議席数に基づいて計算され、端数は切り上げて処理される。


































　 　憲法院は、議員提出法律案が、選挙人名簿に登録された選挙人の少なくとも10分の 1 の支持を獲得した
かどうか、宣言する。その判決は、官報に登載される。」
（ 2  ）　第56条の第 2 文について、「及び第４3条」の文言部分は、「、第４3条及び第４5-5条」という文言に代替
される。
　第 2 条の規定は、憲法院に関する組織法律たる1958年11月 7 日オルドナンス第58-1067号の改正を
内容とするものであり、①このオルドナンスの第 2 部第 6 章の後に、第 6 章の 2 「憲法第11条第 3
項を適用して提案される議員提出法律案の審査について」（第４5-1条～第４5-6条）を新設することと、
②このオルドナンスの第56条の一部を改正することが、内容となっている。




限内に、議員提出法律案が国会議員の少なくとも 5 分の 1 によって発案されていること、議員提出







































　第 3 章は、支持獲得運動に関する定めである。第 3 条では、選挙運動の場合と同様に、この支持
獲得運動が、憲法院の統制の下に、内務大臣の責任で実施されることが定められている。また、第
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.　　 4 ）第 4 章「国民投票の手続に関する諸規定」について
＜第 9 条＞






　第 ４ 章の第 9 条は、国会両院による審議の保障と国民投票の手続に関する規定である。本条第 1
項は、憲法第11条第 5 項を具体化するものとして、議員提出法律案が選挙人名簿に登録された選挙












4 ．２0１3年１２月 5 日憲法院判決
　　①憲法院判決の概要















関して第 8 理由に示された点について、また、第 ４ 条に関して第23理由に示された点について、そ




　本判決の第 1 理由ないし第 ４ 理由において、憲法院は、本組織法律が、2008年に改正された憲法












　　 ２ ）憲法第１１条第 3 項を適用して発案される議員提出法律案について
　本組織法律の第 1 条は、憲法第11条第 3 項を適用して発案される議員提出法律案に関するもので
44








た対象に関する国民投票は、国会議員の 5 分の 1 の発議によって、組織することができる」、「この発議は、
議員提出法律案の形式をとる」と定める第11条第 3 項の諸規定を具体化したものである。
＜第 8 理由＞










　 　第 3 に、これらの規定〔本組織法律第 1 条の規定〕によって、憲法第11条第 3 項を適用して発案される




　第 7 理由では、憲法第11条第 3 項ないし第 6 項に定められた手続による議員提出法律案が、「法律
























る。かくして、第 1 に、憲法院は、議員提出法律案が国会議員の 5 分の 1 によって発案されていること、こ
の 5 分の 1 が憲法院に付託が登録された日に実在する議席数に基づいて計算され、端数が切り上げて処理さ
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アクセス・ポイントの設置や係員を通じての電子的登録の方法を定めており、憲法院は、これらの
規定を合憲と判断している。
　そして、第 7 条第 1 項によって、すべての者は、支持獲得の手続の対象となった議員提出法律案
に支持を行ったすべての選挙人の名簿を参照することができることになり、同条第 2 項は、1958年













　 　第 2 に、第 ４ 条は、支持獲得の期間に関するものである。その期間を 9 ヶ月と定めている。この期間の



















5 ）憲法第１１条第 5 項の適用による国民投票の手続について
　本組織法律の第 9 条は、憲法第11条第 5 項の適用による国民投票の手続に関するものである。憲
法院は、本判決の第29理由ないし第35理由において、本条の合憲性について審査し、第31理由およ
び第33理由に述べられた留保の下に、本条が憲法に適合するものと宣言している。






を確保しようとしたものである。また、同条第 1 項第 2 文は、この期限が、通常会期と次の通常会






　 　組織法律第 9 条第 1 項第 2 文によれば、この期限が、通常会期と次の通常会期の間は中断される。しか
しながら、この規定は、憲法第12条を適用して宣告される国民議会の解散に際して、解散のデクレの期日




　 　これらの規定は、憲法第11条第 5 項を適用して国会両院の各々が議員提出法律案を審議する権限の実効
性を保障する目的のものであり、議員提出法律案の両院における審議の手続に関する他の憲法準則が、憲
法第11条第 3 項を適用して提出され、選挙人の少なくとも10分の 1 の支持を獲得した議員提出法律案の審
議について当然に適用されることは、これらの規定から生ずるものである。しかしながら、第11条第 3 項
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体化である本組織法律第 9 条の定めにあるように、選挙人の10分の 1 の支持を得た議員提出法律案
が、国会の各議院で「審議」され、国民投票の付託の結論に至らなかった場合には、この合同発案
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